
 

 

労働者派遣契約条項 

（総則） 

第１条 乙は、この契約書のほか、この契約書に付属する仕様書に定める内容並びに「労働者派遣

事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律」（昭和60年法律第88号）（以下

「労働者派遣法」という。）に基づき、乙の雇用する派遣労働者を甲に派遣し、甲の指揮命令に

従って、甲のために業務に従事させることを目的とする。 

（債権譲渡の禁止） 

第２条 乙は、甲の書面による承認を得た場合を除き、第三者に対し、この契約に基づく債務の全

部若しくは一部の履行を委任し、若しくはこの契約により生ずる債権を譲渡し、又はこれらの債

務若しくは債権を承継させてはならない。 

（契約期間及び履行場所） 

第３条 契約期間及び履行場所は、標記（又は別紙）のとおりとする。 

（個別労働者派遣契約の締結） 

第４条 甲及び乙は、労働者派遣の都度、労働者派遣法に定められた業務、人員、派遣期間、その

他の事項について、本契約に基づき個別の労働者派遣契約（以下「派遣契約」という。）を締結

するものとする。 

（就業条件等） 

第５条 甲及び乙は、互いに労働者派遣法その他関係法規を遵守することを誓約し、乙の雇用する

派遣労働者の安全及び衛生の確保に努めなければならない。 

（金銭及び有価証券の取り扱い） 

第６条 甲は、派遣労働者に金銭及び有価証券を取り扱わせないこととする。 

（派遣労働者の通知） 

第７条 乙は、あらかじめ派遣労働者の氏名、性別その他所定事項を甲に通知するものとする。 

（派遣労働者の選定） 

第８条 乙は、派遣契約に基づき派遣労働者を派遣するにあたっては、派遣業務の遂行に十分な技

術及び能力を有する者を選定しなければならない。 

（派遣労働者の交代） 

第９条 甲は、派遣された派遣労働者のうちで、派遣業務の遂行にあたり甲の要求する資格条件に

よる技術又は能力を満たさない等著しく不適当と認められる者がある場合は、その理由を付し

て、乙に対し派遣労働者の交代を要請することができるものとする。 

２ 乙は、前項による交代要請がなされたときは速やかに調査するものとし、当該交代要請が不当で

ないと認められた場合には、遅滞なく甲の要求する資格条件に合致する者と交代の上、派遣させ

なければならない。 

３ 乙は、前項による交代にあたっては、十分な引継ぎを行わせるものとする。 

（二重派遣及び雇用の禁止） 

第10条 乙は、他の労働者派遣業者から派遣を受けた派遣労働者を甲に再派遣してはならない。 

２ 甲は、乙から派遣を受けた派遣労働者を第三者に対して再派遣してはならない。 

３ 甲は、派遣契約期間中は、乙の派遣労働者を雇用してはならない。 

（給付の完了及び確認） 

第11条 乙は、履行の完了によりこの契約に基づく給付が終了した場合は、直ちに「役務完了届・

検査調書」を甲に届け出なければならない。 

２ 甲は、乙から給付の完了の通知を受けた日から10日以内に給付の確認を行うものとする。 



 

 

（契約単価） 

第12条 契約単価は、標記（又は別紙）のとおりとし、これは消費税額及び地方消費税を加えたも

のとする。ただし、１円未満の端数は切り捨てるものとする。 

２ 前項の消費税額及び地方消費税額は、消費税法第28条第１項及び第29条並びに地方税法第72条の

82及び83の規定に基づく額である。 

（作業時間及び代金の確定） 

第13条 作業時間数は、甲の指定する職員による給付の確認を受け、合格とした派遣労働者の実際

の労働時間をもって確定する。 

２ 前項に規定する確定した時間数に単価を乗じて算出した金額をもって、乙に支払われる代金の金

額とする。 

（代金の請求及び支払） 

第14条 乙は、給付の代価を請求する場合、乙がこの契約を履行し、甲がこれに伴う給付の完了を

確認した完了届と適法な支払請求書をもって請求するものとする。 

２ 甲は、乙が前項に定める支払請求書をもって代金を請求した場合には、これを受理した日から起

算して30日（以下「約定期間」という。）以内に乙に代金を支払うものとする。 

（支払遅延利息） 

第15条 甲は、前条第２項に定める約定期間内に代金を乙に支払わない場合には、約定期間満了の

翌日から支払いをする日までの日数に応じ、支払金額に対し約定期間満了の日の翌日時点におけ

る財務省告示による政府契約の支払遅延に対する遅延利息の率を乗じて計算した金額を遅延利息

として乙に支払うものとする。 

ただし、約定期間内に支払いをしないことが天災地変等甲の責に帰することができない理由によ

る場合には、当該理由の継続する期間は遅延利息を支払う日数に計算しないものとする。 

（損害賠償） 

第16条 乙は、派遣労働者が派遣業務の遂行に伴い故意又は重大な過失により甲に損害を与えたと

きは、誠意をもって解決にあたるものとする。 

（守秘義務） 

第17条 乙及び乙の派遣労働者は、本契約に定める甲の業務の遂行及びこれに関連して知り得た事

項を漏らしてはならない。本契約終了後についても同様とする。 

２ 乙は、派遣労働者に対し前項の守秘義務を遵守させるとともに、これらに関する教育指導を行う

ものとする。 

（秩序維持） 

第18条 乙は、甲の事業所において、乙の派遣労働者が甲の指揮命令に忠実に従い、甲の職場の規

律、秩序及び施設管理上の諸規則等を遵守し、就業上の諸規則に違反しないよう定めるととも

に、これに関する教育指導等適切な処置を講じなければならない。 

（貸与品の管理） 

第19条 甲は、乙の派遣労働者に対し、派遣業務の遂行に必要な什器、備品等を貸与する。 

２ 乙は、派遣労働者に対し貸与品を責任をもって管理させるとともに、労働派遣者の重大な過失に

よる滅失又は毀損が生じた場合は、その損害を甲に賠償する。 

３ 派遣契約が終了若しくは解除された場合、乙は、派遣労働者に対し貸与品を直ちに甲に返還させ

るものとする。 

（苦情処理） 

第20条 甲は、派遣労働者から苦情の申出を受けたときは、速やかにその内容を乙に通知し、乙と

の密接な連携の下に、迅速かつ適切な処理を図るものとする。 



 

 

（契約の解除及び違約金） 

第21条 乙が正当な理由なく本契約の各条項に定める履行を怠り、履行の催告に対して誠意を示さ

ないときは、甲は、本契約の全部又は一部を解除することができる。 

２ 乙は、前項の規定により契約が解除されたときは、違約金として契約期間の解除部分に対する契

約金額の10パーセントに相当する額を甲の指定するところにより甲に支払わなければならない。 

３ 前項に規定する違約金の額は、甲乙協議の上定めるものとし、また損害賠償の予定又は一部とし

ないものとする。 

（派遣契約の解除） 

第22条 甲は、専ら甲に起因する事由により、派遣契約で定めた契約期間が満了する前に解除を行

おうとする場合には、あらかじめ１ヶ月前までに、乙に文書で申し入れを行い、乙の合意を得る

ものとする。 

２ 甲及び乙は、派遣労働者の責に帰すべき事由によらない派遣契約の中途解除を行った場合には、

甲乙連携して当該派遣契約に係る派遣労働者の新たな就業機会の確保を図ることとする。 

３ 甲は、甲の責に帰すべき事由により派遣契約の中途解除を行おうとする場合には、当該派遣契約

に係る派遣労働者の新たな就業の機会の確保を図ることとし、これができないときは、少なくと

も当該派遣契約の解除に伴い、乙が当該派遣契約に係る派遣労働者を休業させること等を余議な

くされたことにより生じた損害の賠償を行わなければならない。甲の支払う賠償額は乙が当該派

遣労働者を休業させる場合は休業手当に相当する額以上の額について、乙がやむを得ない事由に

より当該派遣労働者を解雇する場合は、甲による解除の申し入れが相当の猶予期間をもって行わ

れなかったことにより乙が解雇の予告をしないときは３０日分以上、当該予告をした日から解雇

の日までの期間が３０日に満たないときは当該解雇の日の３０日前の日から当該予告の日までの

日数分以上の賃金に相当する額以上の額について、損害の賠償を行わなければならないものとす

る。その他、甲と乙は十分に協議し、適切な善後処理の方策を講ずることとし、又、甲及び乙の

双方の責に帰すべき事由がある場合には、それぞれの責に帰すべき割合についても考慮するもの

とする。 

４ 甲は、派遣契約の中途解除を行おうとする場合であって、乙から請求があったときは、中途解除

を行う理由を乙に対し明らかにすることとする。 

（個人情報の遵守） 

第23条 甲及び乙は、個人情報の取扱いに際して、「個人情報の保護に関係する法律（平成15年法

律第57号）」及びその他個人情報に関する法令を遵守するとともに、乙は、次の各号について善

良なる管理者の注意をもって契約を履行するものとする。 

(1) 個人情報の漏えい等の防止策の構築 

(2) 再委託の場合、事前に書面による甲の承認 

(3) 個人情報の利用及び第三者への提供・漏えいの禁止 

(4) 個人情報を複製する場合、事前に書面による甲の承認 

(5) 個人情報の管理に関する定期的検査の実施とともに、甲が必要と認めた場合、乙は甲の求め

る個人情報の管理に関する質問、資料の提出及び関係場所への立入調査への許可 

(6) 事故が発生した場合、速やかに甲への報告 

(7) 違反した場合、甲による契約の解除 

（権利の帰属） 

第24条 乙の派遣労働者が派遣就業に関連して作成した一切の成果物並びにこれらに関する発明、

発案、意匠、資料、情報及び技術（以下「関連発明等」という。）の所有権並びにこれらに関し

工業権並びにこれらに関する著作権その他一切の権利は、甲に帰属するものとする。 



 

 

２ 乙は、関連発明等を本契約の有効期間中のみならず、その終了後も自己若しくは第三者のために

使用し、又は第三者に開示してはならない。 

３ 乙は、前項の義務を乙の派遣労働者にも遵守させなければならない。 

４ 乙は、関連発明等の使用、収益及び処分が第三者の知的財産権を侵害しないことを保証するもの

とする。 

５ 乙は、第三者の知的財産権の侵害に関する請求、訴訟により甲に生じる一切の損害を補償するも

のとする。 

６ 乙は、仕様書に知的財産権に関する特別の定めがあるときは、これに従うものとする。 

（その他） 

第25条 甲及び乙は、この契約に関し紛争または疑義が生じた場合は、その都度協議して解決する

ものとする。 

（裁判管轄） 

第26条 この契約に関する訴えは、さいたま地方裁判所川越支部の管轄に属するものとする。 

 

この契約の証として契約書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有するものとする。 


